
1 郵便事業

日本郵便株式会社の財務状況1
●2017年度の郵便事業の営業利益は、241億円の黒字
2017年度の日本郵便株式会社の郵便事業の営業利益は241億円の黒字となっている（図表3-4-1-1）。

郵便事業関連施設数2

●郵便局数は横ばい
2018年度末における郵便事業関連施設数は、郵便局数が2万4,367局となっており、横ばいで推移している

（図表3-4-1-2）。

また、2018年度末の郵便局数の内訳をみると、直営の郵便局（分室及び閉鎖中の郵便局を含む）が2万153局、
簡易郵便局（閉鎖中の簡易郵便局を含む）が4,214局となっている。郵便局を、営業中・閉鎖中の別でみると、営
業中の局が2万3,953局、閉鎖中の局が414局となっている（図表3-4-1-3）。なお、閉鎖中の郵便局については、
2011年3月の東日本大震災の影響により一時閉鎖している局を含む。

図表3-4-1-1 ༣ศۀࣄͷऩࢧ
（億円）

 2012 2013 2014 201� 201� 2017
Ӧۀརӹ 767 374 115 123 128 241

˞1ɹຊ༣ศࣜגձࣾͷ༣ศۀࣄͷऩࢧͷঢ়گΛ͍ࣔͯ͠Δɻ
˞2ɹ2012年10݄1ʹچ༣ศࣜגۀࣄձࣾͱچ༣ศࣜגہձ͕ࣾ߹ซ͠ɺຊ༣ศࣜגձࣾͱͳͬͨɻ

（出典）日本郵便㈱「郵便事業の収支の状況」を基に作成
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2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
24539 24531 24529 24514 24525 24511 24470 24452 24421 24395 24367

192213 188326 186753 185409 181895 182839 181521 181692 181523 181221 180744

144481 144306 144165 144155 144153 144504 141888 142104 140881 137790 132613

（出典）「日本郵政グループ　ディスクロージャー誌2017」、日本郵便㈱ウェブサイト「郵便局局数情報〈オープンデータ〉」を基に作成
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引受郵便物等物数3
●引受郵便物等物数は、郵便物は減少、荷物は増加する傾向
2018年度における総引受郵便等物
数は、213億7,320万通・個となって
いる（図表3-4-1-4）。

2 信書便事業

売上高1
●特定信書便事業の売上高は毎年増加しており、2017年度には180億円に達している
2017年度の特定信書便事業の売上高は、180
億円となっており、前年度比6.5%の伸びを示
している（図表3-4-2-1）。

図表3-4-1-3 ༣ศہͷ༁ʢ201�ʣ
（୯Ґɿہ）

Ӧۀதͷ༣ศہ ดதͷ༣ศہ
ہӦͷ༣ศܭ

؆қ༣ศہ খܭ
Ӧͷ༣ศہ

؆қ༣ศہ খܭ
༣ศہ ࣨ ༣ศہ ࣨ
20062 12 3879 23953 79 0 335 414 24367

˞1ɹʮ؆қ༣ศہʯɺҕୗܖʹΑΓӦ͍ͯ͠ۀΔ༣ศہɻ
˞2ɹʮดதͷ༣ศہʯɺҰ࣌ดͱͯ͠૭ۀޱΛ͍ͯ͠ࢭٳΔ༣ศہɻ
˞3ɹʮดதͷ༣ศہʯͷʮӦͷ༣ศہʯ79ہͷ͏ͪɺ36ہ౦ຊେࡂͷӨڹʹΑΓҰ࣌ดɻ
˞4ɹʮดதͷ༣ศہʯͷʮ؆қ༣ศہʯ335ہͷ͏ͪɺ12ہ౦ຊେࡂͷӨڹʹΑΓҰ࣌ดɻ

（出典）日本郵便㈱ウェブサイト「郵便局局数情報〈オープンデータ〉」を基に作成
http://www.post.japanpost.jp/notification/storeinformation/index02.html
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（出典）日本郵便㈱資料「引受郵便物等物数」各年度版を基に作成

図表3-4-2-1 ৴ॻศऀۀࣄͷച্ߴͷਪҠ

69
91

106 115
128

146
169

180

0

50

100

150

200

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017（年度）

（億円）

I
C
T
分
野
の
基
本
デ
ー
タ

第
3
章

郵便・信書便事業 第 4節

令和元年版　情報通信白書　第2部 299



事業者数2
●特定信書便事業者数は、年々増加する傾向
2003年4月の民間事業者による信書の送達
に関する法律（平成14年法律第99号）施行
後、一般信書便事業＊1への参入は行われてい
ないものの、特定信書便事業＊2への参入は着
実に増加しており、2018年度末現在で532者
が参入している（図表3-4-2-2）。また、提供
役務の種類別にみると、1号役務および3号役
務への参集者が増加している（図表3-4-2-3）。

取扱実績3
●引受信書便物数は毎年増加しており、2017年度は1,911万通
2017年度の引受信書便物数は、1,911万通
となっており、前年度比7.1％の伸びを示して
いる（図表3-4-2-4）。

図表3-4-2-2 ಛఆ৴ॻศऀۀࣄͷਪҠ
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図表3-4-2-3 ఏڙछྨผɾऀۀࣄͷਪҠʢಛఆ৴ॻศۀࣄʣ
（୯Ґɿऀ）

ʢʣ 2011 2012 2013 2014 201� 201� 2017 201�
1߸ 320 344 355 377 412 436 449 467
2߸ 121 120 113 112 112 113 112 110
3߸ 213 221 222 227 245 262 268 283

˞ෳΛఏ͢ڙΔ͍͕ऀۀࣄΔͨΊɺࢀೖऀۀࣄͱҰக͠ͳ͍ɻ
ɹɾ1߸ɹ͞ɾ෯ɾް͞ͷ߹73͕ܭDNΛ͑ɺຢॏྔ͕4LHΛ͑Δ৴ॻศΛૹୡ͢Δɻ
ɹɾ2߸ɹ৴ॻศ͕ࠩ͠ग़͞Ε͔ͨ࣌Β3ؒ࣌Ҏʹ֘৴ॻศΛૹୡ͢Δɻ
ɹɾ3߸ɹࠃʹ͓͍ͯɺͦͷྉۚͷֹ͕800円Λ͑Δ৴ॻศΛૹୡ͢Δɻ

図表3-4-2-4 Ҿड৴ॻศͷਪҠ
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＊1	 一般信書便役務を全国提供する条件で、すべての信書の送達が可能となる「全国全面参入型」の事業。
＊2	 創意工夫を凝らした「特定サービス型」の事業。特定信書便役務（1号～3号）のいずれかをみたす必要がある。
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